
令和８年度沖縄地方最低賃金審議会 

第２回運営小委員会 

 

日 時 令和８年８月 14日（金）13:00～ 

場 所 那覇第２地方合同庁舎１号館 

共用大会議室（２階） 

 

 

 

議  事  次  第 

 

 

 

１ 使用者意見概要書について 

 

２ 特定（産業別）最低賃金改正決定の必要性の有無に係る検討について 

 

３ その他 

 

  



１ 特定(産業別)最低賃金審議に対する労働者の考え方（再掲）

・沖縄県糖類製造業 P1～P2

・沖縄県新聞業 P3～P4

・沖縄県自動車（新車）小売業 P5～P6

２ 特定(産業別)最低賃関係使用者意見概要書

・沖縄県糖類製造業 P７～P8

・沖縄県新聞業 P9～P10

・沖縄県自動車（新車）小売業 P11
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特定（産業別）最低賃金関係使用者意見概要書 

(糖類製造業) 

令和８年７月 22日 

 

1．産業別最低賃金の改正の意見・要望 

令和 7年度産原料さとうきびは、少雨・干ばつの影響により、前年に比べ約 7

万トンの減収となり、産糖量についても約 4千トンの減産となった。 

一方、降雨の影響により製糖操業期間は長期化し、人件費や資材費等の増

加が製糖各社の経営を大きく圧迫している。 

加えて、中東情勢等の影響による燃料費・資材費の高騰や砂糖消費の低迷

が続いており、経営改善に不可欠な省力化・省人化に向けた対応も難しい状況

にあり、依然として経営環境は極めて厳しい状況にある。 

このような中、昨年は沖縄県最低賃金が大幅に引き上げられ、糖類製造業に

おいても賃金水準の底上げが進み、製糖各社では平均時給 1,142円程度の水

準で雇用している。 

しかしながら、この平均時給額は各社・各職種・各労働者の賃金を平均したも

のであるが、沖縄のパートタイム労働者の平均時給額 約 1200円からすると余

力があるとは言えない状況にある。 

特定最低賃金の必要性については、地域別最低賃金との差額だけではなく、

製糖業の収益状況、支払能力、今後の地域別最低賃金の上昇見通し等を総合

的に勘案して判断すべきであり、現時点において特定最低賃金を設定する必

要性はないと考える。 

 

〇業界の経済状況 

年 度 原料処理量 産 糖 量 売 上 高 

令和６年度 768,719 ﾄﾝ 86,878 ﾄﾝ 157 

令和７年度 700,884 ﾄﾝ 82,993 ﾄﾝ （141） 

※カッコ内は推定値 
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特定（産業別）最低賃金関係使用者意見概要書 

(新聞業) 
令和８年７月 29日 

 

 

 

１ 業界の経済状況 

 以前より業界の課題となっている購読者の高齢化と若年層の新聞離れは、近年さらに拍

車がかかり、購読者数の永続的な減少は加速している状況にあります。 

また、昨年からインクや新聞用紙など、資材の本格的な高騰が始まり、今年に入ってか

らも中東情勢の影響でさらに各資材メーカーは値上げを追加させています。各新聞社は

総ページ数やカラーページの削減等を行い、少しでも資材費を節約するよう苦慮してい

ます。 

沖縄県内では相変わらず観光業が活況ですが、観光は生活密着型の新聞業との関わりが

薄く、私どもがその恩恵に預かることはほとんどありません。 

苦肉の策として、今年度は県内新聞各社が購読料の値上げに踏み切りましたが、一時的

には収入の回復につながりますが、同時に購読打ち切りの増加にも直結しています。 

また、新聞購読料とともに大きな収入の柱である広告料も減少が止まりません。近年は

テレビやラジオの放送業界だけでなく、Youtubeなどの動画配信サイトなど、広告の出稿

先が多様化していることも影響しているものと思われます。 

 

２ 業界の労働状況 

少子高齢化による労働人口の減少は継続中であり、新聞業についてはその影響は確実に

拡大していると言えます。 

先に述べたように、県内観光業が活況でも新聞業がその恩恵に関わることはほとんどな

く、若年層からはオールドメディアやマスゴミなどと揶揄され、求人募集を行っても反応

が非常に乏しい状況にあります。 

かつては当然のように思われていた新聞業界の労働環境（記者の夜討ち朝駆け取材や、

事件・事故による急な取材対応、深夜にまたがる印刷業務など）は、現在の一般的な労働

意識とは大きく乖離しており、働き方改革を進めているとはいえ、応募者減少の大きな要

因となっています。 

以上のことから、新聞業の人材確保は容易では無く、慢性的な人手不足は現場従業員の

負担増加につながっています。各新聞社ともに紙面や自社のホームページ、ハローワーク、

民間企業の求人サイトなども活用し、県内外から人材を募集したり、組織構成を見直して

人員配置を工夫するなど、様々な対策を講じていますが厳しさは増すばかりです。少子高

齢化による労働人口の減少を背景に、県内小売業では人手不足が深刻化していると思われ

ます。 

 

３ 業界の賃金状況 

産業別最低賃金審議会が行われていた近年までは、新聞業は他産業に比べて高い設定が

なされてきました。 

沖縄県としての最低賃金も既に 1,000円を超えています。今年度もさらに上昇するのは

必定です。特定業種に区分をするのではなく、最低賃金は沖縄県全体として検討すべきだ

と考えます。 
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４ 産業別最低賃金の審議について 

 以前から、全国的に多くの産業で人手不足の売り手市場なのは周知の事実です。そのよ

うな状況下、沖縄県の最低賃金も近年大幅な上昇がなされてきております。 

本来、賃金の設定は、個々の実情を踏まえた上で労使間の交渉や協議が行われるべきで

あり、厳しい経営環境下にあっては、各社それぞれの設定が必要だと考えます。 

賃金は、県の最低賃金を把握しつつ、労使双方の需要と供給のバランスを考慮し、各社

の置かれた実態を勘案し、戦略的に設定されるべきです。 

 以上のことから、新聞業における特定最低賃金は設定の必要が無いものと考えます。 
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特定（産業別）最低賃金関係使用者意見概要書 

(自動車(新車)小売業) 

 

令和８年７月 31日 

 

 

１ 業界の経済状況 

令和８年度の沖縄県における新車販売台数は前年を下回り、イラン戦争から来るエ

ネルギー価格の高騰、それに伴う物価高や金利上昇、生活費負担の増加を背景に消費

者の購買意欲は依然として慎重な状況が続いております。また、新車価格の上昇に加

え、中古車市場との競合もあり、販売環境は厳しい状況にあります。 

また、人口増加率の鈍化や少子高齢化など、中長期的には自動車販売業を取り巻く

経営環境は引き続き厳しいものと考えられます。 

 

２ 業界の労働状況 

  自動車業界では、整備士不足が依然として深刻な課題となっており、若年層の自動

車整備職への応募減少や資格取得者の減少により、人材確保が困難な状況が続いてお

ります。   

また、営業職や事務職についても採用競争が激化しており、人材の確保・定着は業

界全体の重要な課題となっています。 

さらに、賃金引上げへの社会的要請や物価上昇への対応、働き方改革への継続的な

対応に加え、DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進や従業員の負担軽減を

目的とした設備投資・職場環境の改善も求められています。 

今後も人材確保と定着を図るためには、賃金・福利厚生の充実とともに、働きやす

い職場環境の整備を継続していくことが重要であると考えます。 

 

３ 業界の賃金状況 

  県内自動車業界の人材不足解消を図る上で賃金改定を含めた待遇改善は必須です。

しかし、各社の待遇改善への取り組みは様々で賃金に関しても基本給、賞与、手当、

インセンティブ等、独自の対応策を講じ、競争状態にあります。 

 

４ 産業別最低賃金改正の意見・要望 

労働者にとっての最低賃金の重要性は理解できますが、産業別最低賃金の設定は必

要ないものと考えます。 
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